
（平成２５年１２月１８日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会神奈川地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 4 件



 

関東神奈川国民年金 事案 7156 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年９月から 37 年１月までの期間及び

53 年４月から 54 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年９月から 37年１月まで 

          ② 昭和 38年２月から 52年３月まで 

          ③ 昭和 53年４月から 54年３月まで 

 私の夫は、昭和 54 年４月頃、区役所で私の国民年金の加入手続を行って

くれた。 

 申立期間の国民年金保険料については、国民年金に加入した昭和 54 年頃

に何回か納付書が送られてきたので、特例納付等により合計 10 万円程度を

区役所又は金融機関で納付した。 

 申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

   

   

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、昭和 54 年４月頃、その夫が区役所で申

立人の国民年金の加入手続を行い、申立期間①、②及び③の国民年金保険

料については、特例納付等により、合計 10 万円程度を区役所又は金融機関

で納付したと主張しているところ、ⅰ）申立人の国民年金の加入手続が行

われた時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された

任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、同年３月頃と推認でき、申

立期間①は強制加入期間であり、申立人が納付したとする同年は第３回特

例納付の実施期間内であることから、保険料を特例納付することは可能で

あったこと、ⅱ）オンライン記録上、特例納付により保険料が納付済みと

なっている期間（昭和 36 年４月ないし同年８月、37 年２月ないし 38 年１

月）の保険料額、過年度納付により保険料が納付済みとなっている期間

（52 年４月ないし 53 年３月）の保険料額及び特殊台帳において徴収決定

  



 

外誤納により保険料の還付が確認できる期間（52 年１月ないし同年３月）

の保険料額に、申立期間①の保険料額を特例納付により納付した場合に実

際に必要となる金額を加えると申立人の主張する金額とおおむね一致する

こと、ⅲ）特殊台帳によると、37 年２月から 38 年１月までの特例納付済

期間は、本来前詰めで処理すべきところ、申立期間①の直後に納付処理さ

れているため、当該期間は、特例納付により保険料が納付されていたと考

えても特段不合理ではないことから、申立人の申立内容と符合する。 

  また、申立期間①前後の期間の国民年金保険料は、特例納付により納付

済みとなっている上、当該期間は５か月と短期間である。 

  申立期間③について、申立人の特殊台帳において、「還付 52.１～52.３

まで 4,200 円（54.５.２）徴収決定外誤納」との記載が、また市の国民年

金被保険者名簿において、「52.１～52.３（カンプ）54.７」の記載が確認

できることから、昭和 52 年１月から同年３月までの国民年金保険料の還付

を行った 54 年５月ないし同年７月の時点においては、当該期間の一部に当

該還付金を充当することが可能であったにもかかわらず、当該期間の一部

に充当されていないため、当該期間の保険料は納付されていたものと考え

ても不自然ではない。 

  また、申立期間③の前後の期間を通じて、申立人及びその夫の住所や仕

事に変更は無く、生活状況に大きな変化が認められない。 

  さらに、当該期間前後の期間の国民年金保険料は納付済期間となってい

る上、当該期間は 12か月と短期間である。 

  

  

  

  

 

  ２ 一方、申立期間②について、前述のとおり、申立人は、国民年金に加入

した直後に特例納付等により納付した国民年金保険料額は、合計 10 万円程

度であったと述べているが、上記１で述べたオンライン記録上、保険料が

特例納付により納付済みとなっている期間等を除き、申立期間②のみの保

険料を特例納付により納付したとした場合においても実際に必要となる保
か い

険料額は、申立人の主張する金額と大きく 乖 離する。 

  また、申立期間②は、170 か月と長期間に及んでおり、これだけの長期

間にわたる事務処理を行政機関が続けて誤るとは考え難い。 

  さらに、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  

  

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 36 年９月から 37 年１月までの期間及び 53 年４月から 54 年３月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる。 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8731 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）本社に

おける資格取得日に係る記録を昭和 42 年 11 月 21 日に訂正し、申立期間

の標準報酬月額を５万 6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 11 年生 

住 所 ：  

    

    

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 42 年 11 月 21 日から同年 12 月 20 日まで 

 私は、Ａ社に入社し、退職するまで継続して勤務していた。申立期間

について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の人事記録及びＣ健康保険組合の加入記録から判断すると、申立人

は、Ａ社に継続して勤務し（同社Ｄ営業所から同社Ｅ事業部（厚生年金保

険の適用事業所名は同社本社）に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、異動日については、申立人と同様にＡ社Ｅ事業部へ異動した同僚

の所持する辞令から、昭和 42 年 11 月 21 日とすることが妥当である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

42 年 12 月の社会保険事務所（当時）の記録から、５万 6,000 円とするこ

とが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、Ｆ共済会は不明としているが、Ｂ社が保管する申立人に係る健康

保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書における

資格取得日が昭和 42 年 12 月 20 日と記載されていることから、事業主が

同日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る同年 11 月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申

立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

  

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8732 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、32 万 2,000 円に訂

正することが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 56 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15 年７月４日 

 私は、平成 14 年４月１日から 19 年３月 15 日までＡ社に勤務してい

たが、申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていた

にもかかわらず、賞与に係る記録が無い。 

 調査の上、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額の記録を訂正し

てほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管している健康保険被保険者標準賞与決定通知書、Ｂ健康保険

組合が保管している健康保険被保険者賞与支払届及び申立人が所持してい

る預金通帳の振込額から、申立人は、申立期間において、その主張する標

準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

  また、申立期間の標準賞与額については、上記の標準賞与決定通知書、

賞与支払届の賞与額及び預金通帳の賞与振込額から推認できる厚生年金保

険料控除額から、32 万 2,000 円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかにこれ

を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

 

 

  



                      

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。

 

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7157 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年２月から 39 年 12 月までの国民年金保険料及び 53 年４

月から 56 年２月までの付加保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37年２月から 39年 12月まで 

          ② 昭和 53年４月から 56年２月まで 

 私が 20 歳になった昭和 37 年＊月頃、父親が、私の国民年金の加入手続

を行い、私の国民年金保険料を、私が結婚するまで納付してくれていた。

結婚後は、夫が、私の国民年金の任意加入手続とともに付加年金の加入手

続を行い、夫が亡くなるまで、私の付加保険料を含む国民年金保険料を納

付してくれていた。 

 私は、亡き父親が納付してくれていた申立期間①の定額保険料及び亡き

夫が納付してくれていた申立期間②の付加保険料が未納とされていること

に納得できない。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人は、国民年金の加入手続及び当該期間の国民

年金保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の加入手続を行い当該期間

の保険料を納付していたとする父親は既に他界しており、証言を得ることが

できないことから、当該期間当時の加入状況及び保険料の納付状況が不明で

ある。 

  また、申立人は、申立人が 20 歳となった昭和 37 年＊月頃に、父親が申立

人の国民年金の加入手続を行い、申立期間①の国民年金保険料を納付してく

れていたと主張しているが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人

の手帳記号番号は、50 年５月頃に払い出されており、当該期間当時、加入手

続がなされていないことから、申立内容と一致しない上、当該払出時点にお

いては、当該期間の保険料は時効により納付することができず、別の手帳記

 

  



 

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

  さらに、申立期間②について、申立人は、結婚後、国民年金に任意加入し

た際にともに行った付加年金の加入手続及び申立期間②の付加保険料を含む

国民年金保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の付加年金の加入手続

及び当該期間の付加保険料を納付したとするその夫は既に他界しており、証

言を得ることができないことから、当該期間当時の加入状況及び付加保険料

の納付状況が不明である。 

  加えて、申立人の所持する年金手帳によると、申立期間②の始期である昭

和 53 年４月 15 日付けで、住所変更手続がなされていることが確認できるも

のの、申立人は当該手続に直接関与しておらず、申立人の当該手続を行った

とするその夫からは、上述のとおり証言を得ることができないことから、当

該期間居住していた区における付加保険料の納付の申出に関する手続の状況

が不明である。 

  その上、申立人が申立期間①の国民年金保険料及び申立期間②の付加保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほ

かに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料及び付加保険料を納付していた

ものと認めることはできない。 

 

 

 

 

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7158 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年６月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年６月から 49年３月まで 

 私は、昭和 40 年６月頃に、国民年金の加入手続を行ったと思うが、詳細

は分からない。 

 申立期間の国民年金保険料については、昭和 41 年 11 月に結婚する前は、
お ぼ

私が払っていたと思うが、詳細は 憶 えていない。結婚後は、義父が、義

父母及び夫の保険料と一緒に、家に来ていた集金人に払ってくれていたが、

義父母は既に亡くなっており、詳細は不明である。私も夫も保険料の月額
お ぼ

等については、憶 えていない。 

 申立期間の夫の国民年金保険料が納付済みとなっているにもかかわらず、

私の当該期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 40 年６月頃に、自身で国民年金の加入手続を行い、申立期

間のうち、結婚前の国民年金保険料については、自身で納付し、結婚後の保

険料については、申立人の義父が、義父母及び夫の分と一緒に、家に来てい

た集金人に納付してくれていたと主張しているが、申立人は、結婚前の国民

年金の加入手続及び保険料の納付についての記憶が明確でない上、結婚後の

保険料の納付に直接関与しておらず、納付してくれていたとするその義父は

既に他界しており、証言を得ることができないことから、申立期間の国民年

金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

  また、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入

被保険者の被保険者資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続時期は、

昭和 49 年７月又は同年８月と推認され、申立人が主張する国民年金の加入

手続時期と一致しない。 

 

  



 

   さらに、申立人の推認される国民年金の加入手続時点において、申立期間

のほとんどは、時効により国民年金保険料を納付することができない上、申

立期間のうち一部の期間については、過年度納付することは可能であるが、

申立人は、保険料を遡ってまとめて納付した記憶が無いと述べている。 

 加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付するためには、別の国

民年金手帳記号番号が払い出されている必要があるが、申立人に対して別の

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらず、そ

の形跡も無い。 

 その上、申立期間は 106 か月と長期間に及んでおり、これだけの長期間に

わたり行政機関が事務処理を誤ることは考え難い上、申立人が申立期間の国

民年金保険料を納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)が

無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  

  

  

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7159 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38 年６月から 39 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年６月から 39年６月まで 

 私の母親は、私が 20 歳になったら国民年金に加入させると決めていたた

め、昭和 38年＊月に区役所で私の国民年金の加入手続を行った。 

 加入手続後の国民年金保険料については、私が大学を卒業する昭和 41 年

３月まで、母親が自宅に来ていた集金人に自身の保険料と一緒に私の保険

料を納付していた。母親から細長い領収証を見せられたことを記憶してい

る。 

 申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その母親が、昭和 38 年＊月に区役所で申立人の国民年金の加入

手続を行い、申立人が大学を卒業する 41 年３月まで、自宅に来ていた集金

人に自身の国民年金保険料と一緒に申立人の保険料を納付していたと主張し

ているが、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与して

おらず、申立人の国民年金の加入手続を行い、申立期間の保険料を納付して

いたとするその母親は、既に他界しており、証言を得ることができないこと

から、国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

 また、申立人の国民年金の加入手続が行われた時期は、申立人の国民年金

手帳記号番号の前後の番号が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取

得日から、昭和 41 年８月頃と推認でき、申立人の主張する加入手続時期と

一致しない。 

 さらに、申立人の特殊台帳によると、申立期間直後の昭和 39 年７月から申

立人が大学を卒業する 41 年３月までの国民年金保険料は、時効直前に納付

されていることが確認できることから、申立人の母親は、加入手続を行った

  

  

  



 

と推認される同年８月以後において、遡って保険料を納付することができる

39 年７月からの保険料を過年度納付により納付し、申立期間の保険料につい

ては、時効により納付することができなかったものと考えるのが合理的であ

る。 

 加えて、申立期間の国民年金保険料を納付するには、別の国民年金手帳記

号番号が払い出されている必要があるが、申立人は、当該期間当初から加入

手続時期を通じて同一区内に居住しており、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらず、その形跡も無い。 

 その上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  

  

  

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8733 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 55 年 12 月１日から 58 年 11 月１日までの期間に

ついて、申立人の厚生年金保険の被保険者資格喪失日に係る記録訂正を認

めることはできない。 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 63 年 12 月１日から平成３年３月１日

までの期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和８年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 55 年 12 月１日から 58 年 11 月１日まで 

          ② 昭和 63年 12月１日から平成３年３月１日まで  

 私は、申立期間①において、Ａ社に代表理事として勤務していたが、

厚生年金保険の記録では、昭和 55 年 12 月１日に資格喪失となっており、

当該期間が被保険者期間となっていない。 

 また、申立期間②において、Ｂ社（現在は、Ｃ社）又はＤ社に勤務し

ていたが、厚生年金保険の記録では、当該期間が被保険者期間となって

いない。 

 当時の資料は無いが、調査の上、申立期間①及び②を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

   

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

より、申立人の資格喪失日（昭和 55 年 12 月１日）は、同社が厚生年金保

険の適用事業所でなくなった日（昭和 58 年 10 月 21 日）より後の同年 12

月 19 日に、同年４月の随時改定の記録を取り消した上で、遡って記録さ

れていることが確認できる。 

  また、Ｅ健康保険組合の記録から、申立人が申立期間①においてＡ社に

勤務していたことが確認できる上、申立人は「当時、社会保険料の滞納が

あった。」と供述している。 

 

  



                      

   一方、Ａ社に係る商業登記簿謄本から申立人が代表理事であったことが

確認できるところ、複数の元従業員が「社会保険関係事務は、全て代表理

事である申立人が行っていた。」と供述していることから、申立人が同社

の代表理事として自らの資格喪失処理について関与していなかったとは考

え難い。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、Ａ社の代表理事として、自らの資格喪失処理に関与しながら、

その処理が有効なものではないと主張することは、信義則上許されず、申

立人の申立期間①に係る資格喪失日の記録の訂正を認めることはできない。 

  申立期間②について、申立人は、当該期間においてＢ社又はＤ社に勤務

していたと述べているところ、雇用保険の記録、複数のＢ社の元従業員の

供述及び申立人の記憶から、申立人は、当該期間のうち平成元年１月 21

日から同年４月 14 日までの期間においては、同社に、同日から３年３月

１日までの期間においてはＤ社に勤務していたことが認められる。 

  しかしながら、Ｂ社については、上記の複数の元従業員が「当時、数箇

月の試用期間があり、その後、厚生年金保険に加入した。」と供述してい

る上、Ｃ社は、「当社が保管している資格取得届及び喪失届に記載された

健康保険の整理番号は連続しているが、その中に申立人の名前は無い。申

立人について資格取得及び喪失の届出は行っていない。」と回答している。 

  また、Ｄ社については、申立人の資格取得日である平成３年３月１日に

厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間②においては適用事業

所ではなかったことが確認できる上、同社の元従業員に照会したものの回

答を得ることができず、同社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、当時の事業主も死亡しているため、申立人の同社における厚生

年金保険料の控除について照会することができない。 

  さらに、申立人は、申立期間②における厚生年金保険料の控除について

確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、このほかに、申立人の

当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8734 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年５月８日から 38 年２月９日まで 

 私は、申立期間において、Ａ社（現在は、Ｂ社Ｃ営業所）で臨時補充

員として勤務していた。しかし、厚生年金保険の記録では、申立期間が

被保険者期間となっていないので、調査の上、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が保管する人事記録により、申立人が申立期間においてＡ社に継続

して勤務していたことは確認できる。 

 しかし、申立人が記憶する同時期に臨時補充員として同じ部署に勤務し

ていた３人の同僚も、申立期間において厚生年金保険の被保険者となって

いないことが確認できる。 

 また、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 37 年９月１

日である上、同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人

の氏名は確認できず、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

 さらに、Ｂ社Ｃ営業所では、賃金台帳及び申立期間当時の臨時補充員の

厚生年金保険の取扱いに係る資料を保管しておらず、申立人の申立期間に

係る厚生年金保険料の控除については不明である旨回答している。 

 加えて、申立人は、申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  

  

  

  

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8735 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27 年頃から 29 年頃まで 

 私は、申立期間において、Ａ市にあったＢ社でＣ職として勤務してい

たが、厚生年金保険の被保険者期間となっていない。調査の上、申立期

間を被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人のＢ社における詳細な記憶から、期間は特定できないものの、申

立人が同社に勤務していたことがうかがえる。 

  しかしながら、オンライン記録において、Ｂ社という名称の厚生年金保

険の適用事業所は見当たらず、類似名称の適用事業所も見当たらない。 

  また、Ｂ社に係る商業登記の記録は確認することができず、同社の事業

主を特定できないため、事業主に、申立人の申立期間に係る厚生年金保険

料の控除について確認することができない。 

  さらに、申立人は、「前職の上司に誘われてＢ社に転職した。当該上司

も同社でＤ職として勤務していた。」と供述しているところ、当該上司に

ついても、申立期間当時の被保険者記録は無い。 

  このほか、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持してお

らず、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8736 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年４月１日から 41 年８月１日まで 

          ② 昭和 44 年４月２日から 47 年３月 21 日まで 

 日本年金機構からの通知によると、Ａ社及びＢ社に勤務した期間につ

いて、脱退手当金を支給した記録になっている。 

 私は、脱退手当金を受給した記憶が無いので、調査の上、申立期間の

記録を訂正してほしい。 

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係るＢ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当

金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、Ａ社及びＢ社

の厚生年金保険被保険者期間 111 か月を計算の基礎とした申立期間の脱退

手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、同社における厚生年金保険被保

険者資格喪失日から約３か月後の昭和 47 年６月 17 日に支給決定されてい

るなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

  また、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

  これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。

 

 

 

  




